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労働基準法の休憩時間分割早⾒表

使⽤者は実労働時間に応じ、以下の最低限の休憩を与える義務があります。

1. 必要な休憩時間（労働基準法第34条）

実労働時間 最低必要な休憩時間

6時間以下 不要

6時間超〜8時間以下 少なくとも45分

8時間超 少なくとも60分

注意：休憩時間は実際の労働時間に基づいて付与します。

2. 残業時の休憩

所定労働時間が8時間未満で45分の休憩後、残業により実労働時間が8時間を超えた場合、合計で最低60分の休憩が必要です。不⾜分（例：15分）を追加付
与します。
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労働基準法の休憩時間分割早⾒表

3. 休憩付与の3原則

4. 休憩の分割付与
合計時間が法定要件を満たせば分割も可能です。ただし、極端に短い休憩は、実質的に労働から解放されず「⼿待ち時間」と判断される可能性があるため
注意が必要です。

① 途中付与の原則：休憩は労働時間の途中に。始業前‧終業後は不可。

② ⾃由利⽤の原則：休憩中は業務から完全に解放。 電話番、来客対応等は「⼿待ち時間」とみなされ、別途休憩が必要。（警察官など例外規定あり）

③ ⼀⻫付与の原則：原則、全労働者に⼀⻫に。
例外：a) 労使協定がある場合 b) 特定業種（運輸交通業、商業、⾦融‧保険業、映画‧演劇等興⾏の事業、通信業、保健衛⽣業、接客娯楽業等）。

5. 適⽤対象者

‧正社員、パート、アルバイト等、雇⽤形態を問わず適⽤。 (労働時間が6時間以下の場合は不要)

‧管理監督者等（労働基準法第41条該当者）は適⽤除外。
注意：「名ばかり管理職」（職務内容‧権限‧待遇等が実態と伴わない場合）には適⽤除外は認められず、⼀般労働者と同様の休憩付与義務がありま
す。


